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田原市社会貢献活動災害補償制度の運用に関する要綱 

 
（目的） 

第１条 この要綱は、市民協働のまちづくりを推進するため、市内に活動の拠点を置く団体

の社会貢献活動中の事故における賠償責任及び傷害に対し、一定額を補償する「田原市社

会貢献活動災害補償制度」の運用について定める。 

（用語定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次のとおりとする。 

 (1) 団体 市内に活動拠点を置く市民５人以上で構成する市長が認めた団体（別表１）で、

規約に基づき継続的に活動し、責任者が明確になっているものをいう。ただし、市外居

住者が構成員の過半数を占めるものを除く。 

 (2) 社会貢献活動 団体が自主的に取り組む社会貢献活動（別表２）で、計画的、継続的

又は臨時的な直接的活動をいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア 団体、指導者、スタッフ又は参加者が報酬等を得て行う活動 

イ 専ら利潤を追求することを目的とする活動 

ウ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成する活動 

エ 政治上の主義を推進し、支持し、又は反対する活動 

オ 学校管理下の活動（ＰＴＡがその本来の目的とする活動を含む。） 

カ 社会貢献よりも構成員自身若しくは構成員相互の自己啓発、自己研鑽、健康増進、

技術向上、親睦、競技、利益獲得等の割合が高いと市長が判断する活動 

 (3) 指導者 当該団体又は他の団体の社会貢献活動において、企画立案及び実施の指導的

地位にある者又はこれに準ずる者をいう。 

 (4) スタッフ 団体の構成員又は指導者を補助して社会貢献活動を実施する者をいう。 

 (5) 参加者 団体の社会貢献活動に直接参加する者（指導者、スタッフ及び観覧者を除く。）

をいう。ただし、市外在住者を含む。 

（賠償補償対象者及び傷害補償対象者） 

第３条 本制度で賠償補償の対象者となるのは、団体、指導者、スタッフ及び市（市で設立

した法人を含む。以下同じ。）とする。 

２ 本制度で傷害補償の対象者となるのは、指導者、スタッフ及び参加者とする。 

（保険契約の締結） 

第４条 市は、損害保険会社（以下「保険会社」という。）と賠償補償対象者及び傷害補償

対象者に直接補償金を給付する保険契約を締結する。 

（補償対象事故） 

第５条 本制度の対象として補償される事故は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 賠償責任事故 社会貢献活動中に、賠償補償対象者の過失により、参加者又は第三者

の生命、身体又は財物に損害を与え、当該指導者等が法律上の損害賠償責任を負う事故 

 (2) 傷害事故 社会貢献活動中（団体が定める名簿にあらかじめ氏名等を記載した者は通

常の経路での自宅と開催場所との往復途上を含む。）に発生した急激かつ偶然な外来の

事故で傷害補償対象者が死亡し、若しくは後遺障害を被った事故又は身体に被った傷害、

食中毒若しくは熱中症のために入院、手術又は通院した事故 
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（適用除外） 

第６条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる事故は対象としない。 

 (1) 国外において発生した賠償責任又は傷害の事故 

 (2) 賠償責任事故の場合 

ア 賠償補償対象者の故意によって生じた事故 

イ 戦争、変乱、暴動、労働争議又は騒じょうによって生じた事故 

ウ 原子力によって生じた事故 

エ 地震、噴火、洪水、津波等の天災によって生じた事故 

オ 賠償補償対象者の同居の親族に対する事故 

カ 賠償補償対象者が所有、使用し又は管理する自動車、動物又は植物に対する事故 

キ 航空機、自動車、原動機付自転車又は昇降機による事故 

ク 人又は動物に対する診察、治療、看護又は疾病の予防若しくは死体の検案に起因す

る事故 

ケ 医薬品若しくは医療用具の調剤、調整又は鑑定に起因する事故 

コ あんま、はり、きゅう又は柔道整復等施術 

サ 賠償補償対象者の占有・管理を離れた製品又は飲食物に起因する事故 

シ 仕事の終了後に、その仕事の結果に起因する事故 

ス スポーツ、レクリエーション若しくは文化等の活動を目的に結成された団体による

競技、練習、自己研鑚など、自己又は団体のための活動中の事故 

セ その他適用除外する必要があると市長が個別に判断する事故 

 (3) 傷害事故の場合 

ア 傷害補償対象者の故意、自殺行為、犯罪行為又は闘争行為による事故 

イ 指導者等及び参加者が法令に定められた運転資格を持たないで又は酒に酔って若

しくは麻薬、大麻、あへん、覚醒剤並びにシンナー等の影響により正常な運転がで

きないおそれがある状態で、自動車又は原動機付自転車を運転している間に生じた

事故 

ウ 指導者等及び参加者の脳疾患、疾病又は心身喪失により生じた事故 

エ 指導者等及び参加者の妊娠、出産、早産、流産又は外科的手術その他の医療処置

により生じた事故 

オ 地震、噴火又は津波によって生じた事故 

カ 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武力反乱その他これらに類似の

事変又は暴動によって生じた事故 

キ 他覚症状の無いむち打ち症（頸部症候群）や腰痛 

ク 指導者等及び参加者が、自動車、原動機付自転車、モーターボート（水上オート

バイを含む。）、ゴーカート、スノーモービルその他これらに類する乗用具による

競技・競争・興行（いずれも練習を含む。）又は試運転をしている間に生じた事故。

ただし、自動車又は原動機付自転車を用いて道路上でこれらのことを行っている間

については、この限りではない。 

ケ 指導者等及び参加者が、次に定める運動等を行っている間に生じた事故 

山岳登はん（ピッケル、アイゼン、ザイル、ハンマー､ハーケン等の登山用具

を携帯し、岩登り、沢登り、積雪期登山等の特別な技術と経験を必要とする
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登山をいいます。）リュージュ、ボブスレー、航空機（グライダー及び飛行

船を除きます。）操縦、超軽量動力機（モーターハングライダー、マイクロ

ライト機、ウルトラライト機等）搭乗、ジャイロプレーン搭乗、これらに類

する危険な運動 

コ 航空機運送事業者が路線を定めて運行する航空機以外の航空機（グライダー及び

飛行船を除く。）を指導者又は参加者が操縦している間に生じた事故 

サ スポーツ、レクリエーション若しくは文化等の活動を目的に結成された団体によ

る競技、練習、自己研鑽など自己又は団体のための活動中の事故 

シ 上記ア～サの他、保険契約に適用される約款及び付帯される特約条項に定める免

責となる事故 

（事故報告） 

第７条 団体は、第５条の補償対象事故が発生したときは、速やかに田原市社会貢献活動災

害補償制度事故報告書（第１号様式）により当該団体の所管課に報告し、報告を受けた課

は、速やかに市長へ報告する。 

２ 前項の場合、所管課が不明の場合は、行政課に報告する。 

（事故認定） 

第８条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、当該事故を調査し、第５条の補償

対象事故の認定の適否について決定する。 

２ 市長は、前項の規定による決定に際し事実関係の審査のため特に必要であると認めると

きは、別に定める田原市社会貢献活動事故判定委員会の意見を聴くものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による決定の結果を、前条第 1項の報告書を提出した団体に通知

する。ただし、認定を決定した場合で、保険会社が当該決定の結果を当該賠償補償対象者

又は傷害補償対象者に通知するときは、この限りでない。 

４ 市長は、第１項の規定により認定を決定した場合は、田原市社会貢献活動災害補償制度

事故認定書（第２号様式又は第３号様式）を保険会社に交付する。 

（補償金請求） 

第９条 前条の認定を受けた賠償補償対象者は、賠償責任に係る訴訟、仲裁、和解及び調停

その他法律的な解決を終えた後に、保険会社が指定する請求書及び関係書類を保険会社に

送付する。 

２ 前条の認定を受けた傷害補償対象者は、支払事由の充足が確定した後（入院補償金、手

術補償金及び通院補償金にあっては、全ての治療が完了した後）に、保険会社が指定する

請求書及び関係書類を市長に提出する。 

３ 市長は前項の提出を受けたときは、提出された当該請求書及び関係書類を保険会社に送

付する。 

（補償金の支払等に係る手続） 

第１０条 保険会社は、前条の請求書及び関係書類を受領したときは、それらの内容を確認

し、保険契約の補償対象として認めたときは、当該補償金を補償対象者の指定する金融機

関の口座に振り込む。 

２ 前項の手続の終了より、本制度の補償手続は完了する。 

（庶務） 

第１１条 本制度の事務は、第７条の事故報告の一部を除き、行政課で処理する。 
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（賠償責任事故に係る補償金） 

第１２条 賠償責任事故に係る補償金は、１回の事故につき損害賠償金及び保険会社が認め

た費用の合計額から１，０００円を控除した額とする。ただし、次に掲げる額を限度とす

る。 

 (1) 身体賠償 １事故につき １億円 

 (2) 財物賠償 １事故につき １億円 

（傷害事故死亡補償金） 

第１３条 傷害補償対象者が傷害事故に起因して、当該事故の日から１８０日以内に死亡し

たときは、その者の法定相続人に対し１人につき５００万円が支払われる。 

（傷害事故後遺障害補償金） 

第１４条 傷害補償対象者が傷害事故に起因して、当該事故の日から１８０日以内に後遺障

害を生じたときは、その者に対し後遺障害補償金が支払われる。 

２ 後遺障害補償金は一時金とし、その額は後遺障害の程度により５００万円に保険契約に

適用される約款に定める割合を乗じて得た額とする。 

（入院、手術又は通院に係る補償金） 

第１５条 傷害補償対象者が社会貢献活動中の事故に起因して負傷した場合には、その者に

対し入院補償金、手術補償金及び通院補償金を支払うものとする。 

２ 入院補償金及び通院補償金は、入院又は通院して治療に要した日数１日につき次に掲げ

る額とし、入院補償金にあっては事故の日から１８０日を限度とし、通院補償金にあって

は事故の日から１８０日までの間において９０日を限度とする。 

 (1) 入院補償金日額 ５，０００円 

 (2) 通院補償金日額 ３，０００円 

３ 手術補償金は、手術の種類に応じ５，０００円に保険契約に適用される約款に定める割

合を乗じて得た額とする。 

４ 医療費に実費負担が伴わない場合（子ども医療、母子医療、障害者医療等、市等が負担

している場合）は、入院補償金、通院補償金及び手術補償金の支払いは行わないものとす

る。 

５ 通院補償は、９０日の限度を超えない場合であっても、日常生活に支障のない程度に治

癒した場合、その後の通院に対する補償金の支払いは、保険会社と市の協議による。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、田原市社会貢献活動災害補償制度については、保

険契約に適用される約款及び特約条項の規定による。 

附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年４月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１５年８月２０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年５月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２８年５月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 
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別表１ 

対象団体 所管課 

地域コミュニティ団体（コミュニティ協議会、校区、地区自治会等）

として市が把握している団体 
行政課 

社会福祉協議会が事務局を担当している団体 

ボランティアセンター登録団体 

地域福祉課 

高齢福祉課 

（社会福祉協議会） 

奨励花壇登録団体 

 
街づくり推進課 

アダプトプログラム登録団体 

 
維持管理課 

(1) 田原市文化協会 

(2) 田原市スポーツ協会 

(3) 田原市スポーツ少年団  ※これらの所属団体含む 

生涯学習課 

スポーツ課 

(1) 市が事務局を担当している団体（事業者関係団体を除く） 

(2) 市が社会貢献活動として補助金を交付している団体 

(3) 社会貢献団体として行政課長が特に認める団体 

その他の課 

 

別表２ 

社会貢献活動の内容 

(1) 地域社会貢献活動（交通安全、防犯、防火、防災、清掃、資源ゴミ回収、環境衛生、

環境保全、情報伝達及びコミュニティ等の活動） 

(2) 社会教育活動（スポーツ、レクリエーション及び文化等の活動） 

(3) 青少年健全育成活動（青少年非行防止、青少年保護等の活動） 

(4) 社会福祉活動（児童福祉、高齢者福祉、障害者福祉等の活動） 

(5) 社会奉仕活動（その他の社会奉仕活動） 

(6) 行政活動への協力（市が指定する場合に限る） 
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（第１号様式） 

「田原市社会貢献活動災害補償制度」事故報告書 

 田原市長 殿                      年  月  日 

  社会貢献活動中に事故が発生しましたので、田原市社会貢献活動災害補償制度の適用を

受けたく報告します。 

団 体 名  

指 導 者 

又 は 

代 表 者 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

事 故 の 種 別 
□ 損害賠償責任事故 

□ 傷害事故 

事故発生場所 
令和   年   月   日（  曜日） 

午 前 ・ 午 後   時   分ごろ 

事故発生場所 
 

当 日 の 

指 導 者 等 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

当 日 の 

社会貢献活動 

の 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考  

 

※ 添付 １ 団体の概要を把握できる資料 

     ２ 事故発生状況等が説明できる資料 

     ３ 当日の指導者等参加者名簿 
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負 傷 者 

又 は 

被 害 者 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

遺 族 代 表 者 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

身
体
傷
害
状
況 

傷病名 

□ 入 院 期 間  令和  年  月  日～令和  年  月  日 

         （延べ   日間）  □ 確定  □ 見込 

□ 通 院 期 間  令和  年  月  日～令和  年  月  日 

         （延べ   日間）  □ 確定  □ 見込 

医
療
機
関
名 

名 称 

所在地 

電 話 

財
物
損
害
状
況 

財物名 

所在地 

損害額              円  □ 確定  □ 見込 

事 故 発 生 の 状 況 事 故 発 生 現 場 見 取 図 
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（第２号様式） 

「田原市社会貢献活動災害補償制度」事故認定書  第  号 

        様                  年  月  日 

         田原市長      

  下記の損害賠償事故は、社会貢献活動中の事故と認定します。 

団 体 名  

指 導 者 

又 は 

代 表 者 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

事故発生日時 
令和   年   月   日（  曜日） 

午 前 ・ 午 後   時   分ごろ 

事故発生場所 
 

当 日 の 

指 導 者 等 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

被 害 者 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

財 物 損 害 

状 況 

 

 

当日の社会貢献 

活動等の内容 

 

 

事 故 発 生 

 

の 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

備 考  
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（第３号様式） 

「田原市社会貢献活動災害補償制度」事故認定書  第  号 

        様                  年  月  日 

         田原市長      

  下記の傷害事故は、社会貢献活動中の事故と認定します。 

団 体 名  

指 導 者 

又 は 

代 表 者 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

事故発生日時 
令和   年   月   日（  曜日） 

午 前 ・ 午 後   時   分ごろ 

事故発生場所 
 

負 傷 者 

（ 死 亡 者 ） 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

遺 族 代 表 者 

氏名          Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ・Ｒ  年  月  日 

住所 

電話（  ）  － 

当日の社会貢献 

活動等の内容 

 

 

事 故 発 生 

 

の 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考  

 


